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例 としての障害者生活支援システム ・資源を紹介した。このADA成立過程で副産物 と




「当た りが悪 かった」 とい う衝撃的 な言葉が アメ リカのサ ンフランシス コで知的障害児 を抱
える母親か ら発 せ られた。 また、 この母子が暮 らす地域 はアメ リカ屈 指の福祉先進地域であ り、
障害 者が 将来 の夢 を託 して移動 して くる(1)にもか かわ らず、 地方紙SANJOSEMERCURY
NEWS(2)による と、2000年5月 「グルー プホーム内での障害者の虐待 死」 とい う痛 ま しい事件
が発生 した。アメ リカには障害者差別 を包括的 に禁 じた 「ADA」が存 在する。 このADAの先行
研 究 として、 アメ リカ初 の障 害者差別 禁止法 ・リハ ビ リテー シ ョン法第504条制定(1973年)
のプロセス に焦点 を当てたRichardK.Scotch(1984)GoodWilltoRightsと、障害者権利 運動 の
調査結果 を まとめたJosephP.Shapiro(1994)NOPITYの研 究が挙 げ られる。 これ らの先行研
究 か ら、ADAとは障害者 に機会均等 とい う権利 を保障 した ものであ り、 ノーマライゼー ション
の普及 と共 に、 「社 会参加 と平等」 の実現へ飛躍的 な前進 とした ことが読 み取 れる。 しか し、障
害者 がADAの恩 恵を受けていない現実があ り、 この矛盾 を解 くために、ADAを障害者運動で勝
ち取 った地域の一つ であ り、筆者 が1987年～1989年に生活 した地域 であ るサ ンフランシス コに
焦 点を当て、ADAが障害者の権 利を保 障 しているのか を考察 してい きたい。
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1.ADAの目的 ・内容 と歴 史的背景
ADAとは 「障害をもつアメリカ人法(America皿withDisabilitiesAct)の頭文字を取った略称





全霊を捧げていた。このアメリカ障害者の紅潮 した顔は印象深 く、多 くの身体障害者から声を
かけられ、生涯忘れることができない位のマンパワーを感じた。
この障害者の血 と汗と涙の結晶であるADAの内容 とは、全5章 で①差別的雇用慣行の禁止、
②公共機関によるサービス制限の撤廃、③民間事業体によって運営される公共施設およびサー
ビス制限の撤廃、④通信機関に対 しての言語 ・聴覚障害者のための電話 リレー ・サービスの設
置要求、⑤雑則、から構成され、これらを障害者の権利とし裁判所による救済を認めている。
このADAの対象 となるアメリカ障害者について、図1で は、年齢 ・自立別アメリカ障害者指
数を示した。これによると、5歳 以上総人口257,167,527人に占める障害者数は49,746,248人で、
人口の19.3%を障害者が占めている。つまり、アメリカ人の約5人 に1人が障害をもっている


















図1年 齢 ・自立別ア メ リカ障害者指数












進化論である自然淘汰を基礎にして、人間社会 に応用 したスペ ンサー(H.Spencer,1820-1903)
の社会進化論 と、ゴー トン(FrancisGalton,1822-1911)の優勢学(eugenics)が、世界中で思
想 ・実践面に影響力を与え、障害者の生命の否定が提唱された。アメリカでは不良な子孫を根






者による不屈の運動の集大成であった。 まず1960年代の公民権運動 に始まり、続 く1964年の
「公民権法」は黒人 ・女性 ・民族 ・人種 ・宗教 ・信条上のマイノリティに対する差別禁止法であ
り、キング牧師の 「夢」(5)であ り、黒人解放でもあった。そ してこの公民権運動 に触発 された
障害者は、「機会平等」の理念を掲げ、自立生活運動を展開させた。その当時、負傷 したベ トナ
ム帰還兵を迎えることが追い風となり、1973年障害者に対する差別を法律上初めて明確に禁止
した 「リハビリテーション法第504条」が誕生 した。さらに1990年、障害者 と大統領選挙運動
が手を組むことにより、適応範囲や権利の実現の点での リハビリテーション法の不備 を克服し
たADAが成立した。

































例)で あった。そのうち障害者が巻 き込まれた問題記事の頻度は27.3%(6件6事例)で あっ
た。表1で は、これらの事例 を5つに分類 し、紙面の要約を記 した。
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表1ADA別 にみた 「ADA」「Disability」事例 の特性



























































右 足 に障 害 を もつ ゴ ル フ ァー の ケ ー シー ・マ ー テ ィ ンが 「カ ー ト使 用 禁 止 はADAに反 す る」







最高 裁 、 マ ー テ ィ ンの カー ト使 用 を認 め る。 これ で3年 以 上 の長 い訴 訟 に終 止 符 が打 た れ た。







































に働いていない。 また、事例2で は、番組 「ジェリー ・キ ッズ」でがんばる障害をもつ子 ども
達の姿を紹介することによって、視聴者は哀れみと同情と寄付を返 し、差別を生み続けている
という。 この番組 はADAの邪魔 をし、ADA施行力 を弱めていると全米障害者評議会(the
NationalCouncilonDisability)が指摘 している。障害者が仕事の機会を得て、自助努力するこ
とが大切であるが、多 くのアメリカ人にとっていつまでも障害者は 「ジェリー ・キッズ」であ
り、教育による差別意識の改革が急務であると思われる。
表1で 、第一に注 目する点は、障害者の 「権利」が保障されていない事例(事 例1・3・
4・5・6;障 害者が巻 き込まれた出来事)で ある。 この障害者の権利は大別 してi)人 権
ii)機会平等iii)自己決定の3つ(12)に分類 される。本件 の障害者虐待問題は障害者の権利
「人権」に当てはまる。この問題に関して寺田潤一(1991)は、ADAを勝ち取 ったアメリカ障
害者運動に脳性マヒ者の姿は見 られなかった と指摘 し、花田春兆(1991)は、経済効率に価値
観を置 く限 り、脳性マヒ等の重度障害者はまさに救いようがないと述べている。つまりADAは、
自らの権利 を主張できない障害者、特 に知的障害者や重度障害者への 「人権」に有効に作用 し
ていない。
第二 に注 目すべき点は、訴訟問題の数である。年々、明らかに障害者の権利意識は向上 し、
12件8事例(事 例7・9・10・11-1・11-2・13・14-1・14-2・14-3・14-4・15・16)にもあるよ
うな訴訟が増 えている。合衆国公正雇用機会委員会によると、1990年～2000年の問で和解調停




10では、従 業員 に遺伝 子検査の ための血 液サ ンプルの提 出を求 めた ことがADA違反 として、1
年以上の裁判闘争の末、企業側が和解金を払い終結 した。また、事例16では、障害者権利擁護
団体が障害者の機会平等のために権利を主張した。今後、裁判や和解金等の企業負担が過大に




















6月～2001年5月、SANJOSEで3件の虐待 ・暴行事件 と1件の虐待児里親募集と1件 の火災
事故死)が 発生した場合、住民の権利擁護(13)意識が強 く、障害者自身や地域住民が迅速に障害
者の権利擁護活動を行う。この活動 こそがADA成立の原動力 とな り、このADA成立過程で培っ










ることができるアメリカの文化的背景があるか らこそ生 まれた法律であ り、権利主張が困難な
障害者には権利擁護を理解 し主張 ・説得する力や権利擁護者が必要 となる。
この権利擁護 を自ら実践に移したのがエ ド・ロバーツ(1939-1995)(15)に代表されるUCバー
クレーの身体障害者であり、一連の自立生活運動(16)から 「機会平等」 という新 しいアメリカ
を作 り、 これを機軸に 「人権」「自己決定」にまで障害者の権利を保障 しようとした。彼 らは生
き生きと社会参加 し、コンピューターと福祉器具を操 りなが ら知的労働力 としてアメリカ経済
を支え、社会改革を目指 した権利擁護 システム作 りに力を注いだ。この権利擁護とは 「個人や
仲間がエンパワメントすることを支援する技術や方法の一つ(17)」であり、無力な状態や自分の
意見を表現することが困難な障害者を弁護 し、自立支援を行 うことに有効な概念である。つま
り、ADAは権利保障の序章であ り、ADA成立過程で副産物 として権利擁護が生まれ相互作用 し、
そこから地域生活支援システム ・資源ができ上がっていったといっても過言ではない。







年 ・1998年の 「改正 リハビリテーション法」の連邦法を受けて、知的障害者を対象とする権利
擁護システム 「ランターマン発達障害者法」(19)を制定し、「成人援護センター」を設立 してい
る。地域社会で暮 らすことが障害者の当然の権利であ り、SANJOSEで暮 らす知的障害者を支
える権利擁護 と地域生活支援システム ・資源について紹介 していく。
SANJOSEにはランターマ ン法に基づいてSANANDREASRegionalCenterが設置され、障害
者の要望に応 じて、医師 ・心理担当者 ・養護相談員 ・ソーシャルワーカー ・権利擁護者という
専門家がスクラムを組んで自立生活支援計画(lndividualProgramPlan;IPP)を作成する。さ























知的障害者対象 精神障害者対象 i 身体障害者対象














1知的障害者対象1 1塑 轄 翻 象1 身体障害者対象
民間 システ ム ピープル ・フ ァース ト
(Peoplefirst)









障害者の権利糖 驤 黼(DREDF)1世界轄 者寵 研究所(WLD)1
図2ア メリカ ・カリフォルニア州の障害者 ・高齢者の権利擁護システム
(出所)北野誠一他 「障害をもつ人の人権」(有斐閣、2000年)P179より修正して転記
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域で暮 らすための重要な支援活動 を展開 し、ADAは雇用機関に組み込まれている。また、SAN
































今、 アメリカの大統領 はADAを制 定 した父ブ ッシュか ら息子 ブ ッシュへ と変 わ り、ITの発達
と共 に情報化 のスピー ドが早 ま り、権利擁護実践 の志 気が高 まった。施設か ら自立生活へ の転
換 を提 唱 したガベ ン ・デジ ョング(GerbenDeJong,1979)のパ ラダイム移行 はアメ リカで現実
の もの となった。 また、ADAに駆 り立 て られ て身体障害者 は知的労働者 として雇用 されている。
本研 究は2000年6月か ら2001年5月まで に掲載 されたSANJOSEMERCURYNEWSが研 究対象
にな り、ADAの問題点が明確 になった。 この問題点 は以下の3点 に絞 られる。
① 知的障害者へ の 「人権」 に有効 に作用 しない。
② 裁判や和解 金 ・バ リアフ リー等 の企業負担が過大 である。
③ADAの 障害の範囲が曖昧であ る。
以上の ように、ADAは① ～③の 問題点 を含 む未熟 な法律 であ るが、ADAの欠陥部分 を州法 と
ボ ランテ ィア活動、 自立支援 セ ンター、RegionalCenter等の生活支援 システム ・資源で補 って
い る。 しか しなが ら、本質 的改善 にはなってお らず、ADAは全 ての障害者 の権利 を保 障で きて
いない。ADAの次の時代 への課題 と して、①～③ を十分留意 してADAの法改正 をしなけれ ばな




援サービス(医 療 ・教育 ・リハビリ・介助 ・相談)が 不便で受けにくく、福祉環境が充実 している
サンフランシスコに移 り住んだ。
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(6)紙の新聞を電子化 した新聞。「アメリカオンライン」の商用パソコン通信会社と提携 して画像に広告
を掲載し、無料でサービスを提供 している。

















lgEditionpp,95-100)」によると、「社会正義の保障と維持を目指 し、個人 ・団体 ・地域の利益のた
め、行動を代弁 ・擁護 ・支持 ・推進する活動」 とされる。
(14)障害をもつ人達や家族の話に傾聴し、情報を提供し、サービスやサポー トのコーディネーションを
するパー トナーとしての機関。



























本研究 は2001年度佛教 大学通信制大学 院社 会学研 究科社会福祉 学専 攻の修士論文 を修正 した
ものであ り、 ご指導 を賜 りました二木康之 教授 に心 か らお礼申 し上 げます。
(おお も り ひろ こ 佛教 大学福祉教育 開発 セ ンター専 門員)
(指導:二 木 康之 教授)
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